
「平成 28年（2016 年）熊本地震」発生前の震源付近における b値の空間分布 

 

新原 俊樹（福岡管区気象台地震火山課） 

 

要旨 

 「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の地震活動の中で発生した 3 つの地震を対象として、これら

の地震の断層面上における b 値の空間分布を明らかにした。地震発生前の 2016 年 4 月 14 日 00 時

における各断層面上の b値の分布を見ると、14日 21 時 26 分の地震（M6.5、地震①）と 16日 01 時

25 分の地震（M7.3、地震③）の破壊開始点の近傍で b 値が低くなっているのに対して、15 日 00 時

03 分の地震（M6.4、地震②）の破壊開始点の近傍では b 値の低下は見られなかった。これらの分布

について、近地強震波形を用いた震源過程解析に基づく各断層面上のすべり量分布と比較したとこ

ろ、地震①と地震③については b 値が低い領域とすべり量が大きな領域が重なる傾向が見られた。

この傾向は、Nanjo et al.（2012）が「平成 23年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」の M9.0 の本

震の事例で確認した傾向と整合的であった。 

 

１．はじめに 

 地震活動を評価・解説するための手がかりとな

る指標の一つに、地震の規模別頻度分布から算出

されるb値がある。Scholz（1968）は岩石破壊実

験からb値と差応力が逆相関すると指摘している。

また、Nanjo et al.（2012）は2011年 3月11日

の「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」

について、地震発生前の約 10 年の時間スケール

でb値が低下傾向にあり、特に直前の3月9日の

地震以降、本震の震源域付近でb値が低下してい

たことや、b 値が低下した領域と本震に伴うすべ

り量分布の領域の重なりを明らかにした。こうし

た研究の成果を背景として、地震調査研究推進本

部（2016）は、過去の事例の中で余震活動のb値

が0.6未満となった4事例のうち3事例が前震活

動であったとする調査結果を報告し、安定して算

出されたb値が0.6未満の場合には当該地震活動

が前震活動である可能性を考慮し、最初の地震と

同程度又はそれ以上の規模の地震発生に対する

注意を呼びかけることが適当であるとしている。 

 一方、b値は特定の時空間内で発生した地震の

規模別頻度分布から算出するものであり、b値の

値は時間や空間に係る各変数の影響を受ける。ま

た、続発する地震への注意の呼びかけに資するた

めには、b値の変化を迅速かつ容易に把握するた

めの環境が必要になる。新原（2019）は、日本の

太平洋沿岸の海域において b 値の時空間変化の

監視機能を製作したが、陸域の地殻内で海域と同

じパラメータを使用した場合、規模の大きな地震

の前後で明瞭な b 値の変化を表現することがで

きず、陸域の地殻内でb値を算出するための時空

間のパラメータの設定に課題を残した。 

そこで本調査では、陸域の地殻内の地震事例と

して「平成28年（2016年）熊本地震」（以下、「熊

本地震」）の地震活動の中で発生した 3 つの地震

を対象として、これらの地震の断層面上における

b 値の空間分布を明らかにすることを目指した。

また、近地強震波形を用いた震源過程解析の結果

から求められるすべり量分布との関連性につい

て検証することとした。 

 

２．解析手法 

本調査では、熊本地震の地震活動のうち、2016

年4月14日21時26分に発生したM6.5の地震（地

震①）、15日00時03分に発生したM6.4の地震（地

震②）、16日01時25分に発生したM7.3の地震（地

震③）を対象とした。まず、これらの地震の破壊

開始点と断層面を仮定した。破壊開始点について

は、3 つの地震ともに気象庁による一元化震源の

位置とした。地震①の断層面については、その後

の地震活動の震源分布との整合性を考慮し、

Global CMT（Ekstrom et al.，2012）による CMT
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解の2枚の節面のうち周辺の活断層（地震調査研

究推進本部地震調査委員会，2013）の走向に整合

的な面（断層面①）を仮定した。地震②について

は、気象庁CMT解の2枚の節面のうち周辺の活断

層の走向に整合的な面（断層面②）を仮定した。

地震③については、地殻変動解析結果（国土地理

院，2016）等を参考に、日奈久断層帯と布田川断

層帯に対応する2枚の断層面からなる震源断層モ

デル（断層面③A、断層面③B）を仮定した。各地

震について仮定した破壊開始点の緯度・経度、深

さ、断層面の走向、傾斜を第1表に示す。 

次に、各断層面上に走向方向1km間隔、深さ方

向1km間隔で格子点を配置した。各格子点の周辺

の地震を収集する小空間の大きさは、b 値の算出

に十分な数の地震が収集できるように半径4kmの

球状の空間を設定した。収集対象とした震源は、

1997年 10月～2016年4月14日 00時（地震①の

発生直前まで）の期間の気象庁一元化震源から、

各断層面及びその周辺の領域の深さ 0～20km、こ

れらの領域内の地震の検知力を考慮して M≧0.5

の規模の震源である。これらの震源から、各格子

点につき空間分布図を作成するある時点から過

去に遡って最大200個の震源データを取得し、こ

れらの規模別頻度分布から当該格子点における

特定時点の b 値を算出した。b 値の具体的な算出

方法は、抽出した地震の規模別頻度分布がG-R 式

に従うものと仮定し、地震の検知能力の下限を規

模別頻度分布と理論的な G-R 式との適合度合い

（R 値）から推定する。R≧90 を満たす最小のマ

グニチュードを検知力の下限マグニチュード Mc 

とし（R＜90 の場合は当該格子点で b 値を推定し

ない）、Mc 以上の地震を用いて、最尤法でb値を

推定した（ただし、Mc以上の地震が50 個未満の

場合もb値を推定しない）。 

 

３．解析結果 

4 つの断層面について、2000 年 1 月から 2016

年4月14日00時までのb値の空間分布の時間変

化の様子を第1図に示す。Nanjo et al.（2016）

は、3つの地震の震源付近における2000年から熊

本地震の直前までの期間に発生した地震の震源

データを使用して b 値の平面的な分布を計算し、

3 つの地震の震央付近で b 値が低下していたこと

を明らかにしたが、断層面上のb値の分布を見る

と、地震①と地震③の破壊開始点の近傍でb値が

低くなっているのに対して、地震②の破壊開始点

の近傍では地震①の発生直前までb値の低下して

いる様子は見られなかった。また、地震①と地震

③の破壊開始点の近傍では、既に2005年頃からb

値が低い状態であったことが分かる。 

次に、気象庁（2018）による近地強震波形を用

いた震源過程解析に基づく各断層面上のすべり

量分布を熊本地震の直前（2016年 4月14日 00時

時点）のb値の分布に重ねて表示したところ、地

震①と地震③については、b 値が低い領域とすべ

り量が大きな領域が重なる傾向が見られた。この

傾向は、Nanjo et al.（2012）が「平成23年（2011

年）東北地方太平洋沖地震」の M9.0 の本震の事

例で確認した傾向とも整合的である。一方、地震

②（断層面②上の b 値の空間分布）については、

地震①発生の直前の時点で、この地震②のすべり

量分布との間に明確な関連は見られなかった。 

 

４．考察 

本調査の解析結果は、これまでの岩石破壊実験

の結果や東北地方太平洋沖地震を事例とした解

析結果に基づく指摘「応力を強く受けている場所

（そこで発生する地震のすべり量が大きくなる

場所）でb値が小さくなる」と整合するものであ

る。b 値の低下が応力の増加によるものと考える

と、地震③は地震①の概ね1日後に続けて発生し

た現象であるが、地震③の震源付近は 2005 年頃

には既に高い応力を受けていたことが分かる。一

方、地震②は地震①の数時間後に発生したが、4

第1表 各地震について仮定した破壊開始点の緯度・経度、深さ、断層面の走向、傾斜 

令和元年度福岡管区気象研究会誌

227



第1図 断層面上のb値の空間分布の時間変化とすべり量分布
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月14日00時時点で地震②の震源付近は特に強い

応力は受けていない。このことから、地震②は地

震①に伴う応力の変化を受けて発生したもので

あると考えられる。しかし、地震①の発生直後か

ら地震活動が活発な状態で推移したことで規模

の小さな地震の検知力が低下し、この期間のb値

の空間分布の時間変化を捉えることはできてい

ないため、詳細を議論することはできない。 

 

５．まとめと今後の検討課題 

「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の地震活動

の中で発生した3つの地震を対象として、これら

の地震の断層面上におけるb値の空間分布を明ら

かにした。また、このうち2つの地震が発生する

前の各断層面上のb値が低い領域と、地震に伴い

大きくすべった領域が重なる傾向が見られた。 

今回、b 値の空間分布とすべり量分布との比較

を行ったが、各分布の空間分解能や精度について

留意が必要である。b 値の空間分布については、

各格子点から半径4kmの小空間の震源を集めたも

のであり、空間分解能は 8km 程度となる。また、

地震の規模によって震源の深さの精度が異なる

こともあり、断層面上の深さ別のb値の差が持つ

意味については慎重に検討する必要がある。また、

すべり量分布についても空間分解能は3km程度で

あるほか、すべり量分布の算出に当たって仮定す

るパラメータの違いにより結果が変わり得るこ

とにも留意が必要である。これら2つの分布の整

合についてより深く議論するためには、さらに多

くの事例で両者を比較する必要がある。 

また、地震発生後に明らかになった断層面に沿

ってb値の空間分布を描画することは可能である

が、地震発生前の（断層面が分からない）状態で

b 値の空間分布の時間変化をどのように監視する

のか検討する必要がある。このほか、過去に地震

が発生していない場所ではb値を算出することが

できないが、b 値が算出されていないことが安全

情報として誤解されない工夫も必要になる。 
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